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土木工事市場単価／下水道工事市場単価／地質調査市場単価／土木工事標準単価

本誌記事を読み，学習することは，
「土木学会」「建設コンサルタンツ協
会」のＣＰＤ教育形態の「自己学習
（学会誌等の購読）」に相当し，単位
を取得できます。
※詳細は各団体により異なりますの
で，ご確認ください。 市場単価等の詳細目次は次のページにあります
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市場単価等の詳細目次は次のページにあります

◎巻末の「ご購読者アンケート」
にご協力ください

【災害に関する建設資材情報と支援について】

当会では，甚大な災害が発生した場
合，被災地域における主要建設資材や
復旧に必要な資機材の供給情報等を発
信しています。また，復旧・復興に向
けた支援にも取り組んでいます。詳し
くは，公式ホームページ内「災害関連
情報・支援」をご覧ください。
https://www.kensetu-bukka.or.jp/
trendtopics/saigai/

春
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● 土木工事市場単価 ●
3 鉄筋工

9 よくあるお問い合わせ

12 ガス圧接工

15 よくあるお問い合わせ

1８ インターロッキングブロック工

23 設置/撤去
24 よくあるお問い合わせ

26 防護柵設置工（ガードレール）

31 土中建込
32 コンクリート建込
33 土中建込≪耐雪型≫
35 コンクリート建込≪耐雪型≫
37 防護柵撤去
3８ 防護柵撤去≪耐雪型≫
39 部材設置
40 部材撤去
41 加算額
42 よくあるお問い合わせ

45 防護柵設置工（ガードパイプ）

49 土中建込/コンクリート建込
50 防護柵撤去/部材設置/部材撤去/加算額
51 よくあるお問い合わせ

54 防護柵設置工（横断・転落防止柵）

59 土中建込/プレキャストコンクリート
ブロック建込/コンクリート建込/
アンカーボルト固定/部材設置/
根巻きコンクリート設置

60 撤去
61 よくあるお問い合わせ

63 防護柵設置工（落石防護柵）

6８ 中間支柱設置工

69 端末支柱設置工/加算額
70 ロープ・金網設置工（間隔保持材付き）/

ロープ・金網設置工（上弦材付き）/
ステーロープ設置工

71 よくあるお問い合わせ

73 防護柵設置工（落石防止網）

77 金網・ロープ設置/アンカー設置
79 ポケット式支柱
８0 よくあるお問い合わせ

８2 道路標識設置工

90 標識柱・基礎設置（路側式）
92 標識柱設置/標識基礎設置
93 標識板設置/添架式標識板取付金具設置
94 標識柱撤去/コンクリート基礎撤去/標識板撤去
95 加算額
96 よくあるお問い合わせ

100 道路付属物設置工

106 視線誘導標設置
111 視線誘導標設置（スノーポール併用型）/

加算額
112 境界杭設置/道路鋲設置
113 車線分離標設置/境界鋲設置
114 道路付属物撤去
115 よくあるお問い合わせ

119 法面工

12８ モルタル吹付工/コンクリート吹付工
129 植生基材吹付工/客土吹付工/種子散布工
130 植生マット工/植生シート工/植生筋工/

筋芝工/張芝工/ネット張工
131 よくあるお問い合わせ

135 吹付枠工

141 モルタル・コンクリート/ラス張工/加算額
142 よくあるお問い合わせ

145 鉄筋挿入工（ロックボルト工）

149 鉄筋挿入工/削孔機械の上下移動/
仮設足場の設置・撤去

150 よくあるお問い合わせ

『掲載誌確認ツール』で検索

当会の価格情報誌を横断的かつ柔軟に検索できます。
https://search.kensetu-navi.com/
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152 道路植栽工

160 植樹工
161 支柱設置
162 支柱撤去
163 地被類植付工/植樹管理（せん定）
165 植樹管理（施肥）/植樹管理（除草・芝刈・灌水）
166 植樹管理（防除）
167 移植工（掘取工）
16８ よくあるお問い合わせ

171 公園植栽工

175 植樹工/支柱設置/地被類植付工
176 よくあるお問い合わせ

17８ 橋梁用伸縮継手装置設置工

1８3 新設/補修
1８4 よくあるお問い合わせ

1８7 橋梁用埋設型伸縮継手装置設置工

191 新設（舗装厚内型・床版箱抜型）/
補修（舗装厚内型・床版箱抜型）/加算額

192 よくあるお問い合わせ

194 橋面防水工

197 シート系防水/塗膜系防水
19８ よくあるお問い合わせ

202 薄層カラー舗装工

206 樹脂モルタル舗装工/景観透水性舗装工
207 樹脂系すべり止め舗装工
209 よくあるお問い合わせ

213 グルービング工

217 よくあるお問い合わせ

219 軟弱地盤処理工

223 サンドドレーン工/
サンドコンパクションパイル工

224 よくあるお問い合わせ

226 コンクリート表面処理工（ウォータージェット工）

230 よくあるお問い合わせ

● 土木工事市場単価・特殊規格 ●
234 北海道地区

234 法面工

236 東北地区

236 防護柵設置工（景観型ガードパイプ）

241 沖縄地区

241 道路植栽工

● 下水道工事市場単価 ●
245 硬質塩化ビニル管設置工

24８ よくあるお問い合わせ

250 リブ付硬質塩化ビニル管設置工

253 よくあるお問い合わせ

255 砂基礎工

25８ よくあるお問い合わせ

260 砕石基礎工

263 よくあるお問い合わせ

265 組立マンホール設置工

269 よくあるお問い合わせ

271 小型マンホール工（塩化ビニル製）

276 よくあるお問い合わせ

27８ 取付管およびます工（塩化ビニル製）

2８2 取付管およびます設置
2８3 加算額
2８4 よくあるお問い合わせ

● 地質調査市場単価 ●
2８9 総合解説
293 掲載価格の解説
296 地質調査市場単価

土木工事標準単価は次ページに続く
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● 土木工事標準単価 ●
301 区画線工

325 よくあるお問い合わせ
329 北海道特殊規格

333 高視認性区画線工

349 よくあるお問い合わせ

350 橋梁塗装工

390 よくあるお問い合わせ

392 構造物とりこわし工

396 よくあるお問い合わせ

39８ コンクリートブロック積工

403 よくあるお問い合わせ

405 排水構造物工

416 よくあるお問い合わせ

41８ 鋼製排水溝設置工

420 よくあるお問い合わせ

421 表面被覆工（コンクリート保護塗装）

43８ よくあるお問い合わせ

439 表面含浸工

447 よくあるお問い合わせ

44８ 連続繊維シート補強工

46８ よくあるお問い合わせ

470 剥落防止工（アラミドメッシュ）

474 よくあるお問い合わせ

476 漏水対策材設置工

4８4 よくあるお問い合わせ

4８5 防草シート設置工

4８9 よくあるお問い合わせ

491 紫外線硬化型 FRPシート設置工（ポリエステル樹脂）

503 よくあるお問い合わせ

504 塗膜除去工（塗膜剥離剤）

511 よくあるお問い合わせ

513 バキュームブラスト工

521 よくあるお問い合わせ

523 道路反射鏡設置工

537 よくあるお問い合わせ

539 仮設防護柵設置工（仮設ガードレール）

546 よくあるお問い合わせ

547 機械式継手工

561 よくあるお問い合わせ

562 抵抗板付鋼製杭基礎工

566 よくあるお問い合わせ

569 ノンコーキング式コンクリートひび割れ誘発目地設置工

574 よくあるお問い合わせ

575 FRP 製格子状パネル設置工

57８ よくあるお問い合わせ

579 侵食防止用植生マット工（養生マット工）

5８6 よくあるお問い合わせ

5８7 支承金属溶射工

615 よくあるお問い合わせ

617 耐圧ポリエチレンリブ管（ハウエル管）設置工

622 よくあるお問い合わせ

624 NETIS 対応表
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『本誌の見方』
◇掲載価格の性格

　工事費等の市場での取引価格は，取引条件（施工仕様，数量，工期，決済条件等）が同じ
であっても，取引相手（信用度，継続性等）や手持ち工事量，経営戦略等によって異なって
いるのが実態です。つまり，取引価格は，取引者間の交渉によって決まるもので，絶対的な
価格があるわけではありません。
このように実際の取引価格には幅があります。このため，当会では，代表的な取引価格と
して，調査した取引実例のなかで最も多い取引価格を本誌に掲載しています。
なお，一般的に企業は，取引価格を外部に対して非公開としています。従って，単なるア
ンケート的な通信調査だけで取引価格の実態を把握することは極めて困難です。
　当会は，このような条件のなかで，創立以来培った信用と価格調査経験，知識をもとに，
通信調査にインタビュー手法を取り入れた調査手法を用いて，工種ごとに最も適した調査方
法により，かつ中立的な立場で，取引価格の実態を把握しています。

掲載価格とISO品質システム

　本誌掲載価格は，ISO9001 品質マネジメントシステムに基づいて調査，検証，審査を行い
決定しています。

留意事項

１．掲載価格の単位
　　掲載価格の単位は「円」です。
２．消 費 税
　　掲載価格は消費税抜きで表示しています。
３．価格欄の特殊な表示
　　当該地区において市場で取引のない場合は，［－］で表示しています。

【免責事項】
１ ．本誌に掲載している情報の正確性については万全を期しておりますが，利用者がその情報を用
いて行う一切の行為について当会は何ら責任を負うものではありません。
２ ．本誌に掲載している資材に係る特許，実用新案，意匠，商標等の係争について当会は一切関知
いたしません。

■本書の訂正等情報のお知らせ
建設物価調査会公式ホームページの【刊行物訂正等情報】をご参照ください。
※ メール配信サービス（刊行物訂正等情報のお知らせ）についてご登録いただいた方に，当会が
発行する刊行物訂正等情報をメールでご案内いたします。
「会社名」と「お名前」を明記していただき，以下のアドレス宛てに送信ください。

syusei@kensetu-bukka.or.jp
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土木・下水道工事市場単価 総合解説
Ⅰ．市場単価方式について

　本誌の「市場単価」は，土木工事（下水道工事含む）の市場における取引価格の実態を工種
別・規格別・都道府県別に調査し，施工単位当たりの単価としてとりまとめたものです。

１．市場単価方式とは
市場単価方式とは，「工事を構成する一部，または全部の工種について，歩掛を用いず，材料費，
労務費，及び直接経費（機械経費等）を含む施工単位当たりの市場での取引価格を把握し，これを
直接，積算に用いる方法」です。

【解　説】
　土木工事では，現場条件や施工条件が工事ごとに異なることが多く，従来から，工事１
件ごとに標準歩掛等を用いて積み上げ積算を行ってきました。土木構造物は一品生産的で
あるといわれ，一般の建設資材のように売り手（供給）と買い手（需要）との間で取引価
格が形成されるような形での「市場」は形成されていないといわれてきました。
しかし，近年では土木工事においても元請業者による直営施工体制から，工事のパーツ
ごとに外注する分業施工体制へ変わってきており，一部の工種においては元請（総合工事
業者）と下請（専門工事業者）の間に取引市場が形成されてきています（図：市場単価の
形成）。

　工事の施工に必要な費用は，市場における取引価格として把握し得ることに着目し，歩
掛を用いずこれを直接，積算に導入するというのが市場単価方式の基本的な考え方です。
なお，元請（総合工事業者あるいは専門工事業者）が自社施工する場合は，外注費にか
わるものとして実行予算が考えられます。元請・下請間の取引という定義に忠実に従う
と，自社施工は含まれないこととなりますが，視点を変えて，入札における競争におい
て，市場性の反映があると考えることができます。そこで，自社施工の場合の実行予算に
ついては，市場単価では参考データと位置づけています。

発

注

者

総合工事業者

専門工事業者

外注施工
における

自社施工
における

専門工事業者

総合工事業者

市 場

取引価格

図：市場単価の形成

市場性 元 請

（施工体制）

下 請

（実績データ）

（参考データ）

上の図で で囲った部分が「市場単価」となります。

発

注

者

競
争
入
札

実行予算
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２．市場単価導入の意義
　⑴　積算の機動性の確保
　従来から資材価格については，市場の取引価格が当会等物価調査機関による調査結果として公表
され，積算に用いられています。この考え方を一定のユニットとしての工事価格にあてはめること
により，平均的な施工実態の変化や，社会経済状況の変化に伴う工事価格の変動を速やかに予定価
格に反映することができます。
　⑵　市場における各種価格決定要因の円滑な予定価格への反映
　積算基準の制・改定にあたっては，価格に影響を及ぼす要因を抽出し，歩掛という形で各要因の
価格への寄与度を表現していますが，この方式では，価格決定要因の変化や，新たな価格決定要因
の出現に対しての対応が遅れがちになります。一方，市場単価方式によれば，工事規模の大小や，
市街地工事など各種制約条件による価格の違いなどについて，現実の市場での価格決定プロセス，
いわば市場原理を取りこむことによって，より実態に即した積算が可能となります。
　⑶　元請・下請間の取引価格の基準化
　市場単価方式では，元請業者と下請業者の間の取引市場での実勢価格を調査することとしていま
す。これは，元請業者による直接施工を前提としている現行の積算体系に外注構造の考え方を導入
するものです。下請業者への標準的な外注価格が市場単価として公表されることにより，適正な取
引価格が誘導され，ひいては，下請業者の育成の面にも寄与することが期待できます。
　⑷　発注者の積算業務の合理化・省力化
　市場単価採用工種については，歩掛を用いた積上げ計算が不要となるため，積算業務の省力化に
つながります。特に，積算業務の電算化が進んでいない市町村などにおいて，その効果が大きいと
考えられます。

３．市場単価の成立要件
市場単価が成立するためには，次の３つの要件が満たされることが必要とされます。
　①　民間と民間との間で取引実例があること。
　　　（ この場合，必ずしも取引の一方が専門工事業者である必要はなく，総合工事業者と総合工

事業者との間の取引も含みます。）
　②　施工単位当たりの取引が行われていること。
　③　民間と民間との間で良好な取引が行われていること。

【解　説】
　市場単価は，上述したとおり①市場での取引実績に基づいて，②施工単位当たりの直接
工事費を把握し，掲載価格として決定されます。
　市場単価の３つの成立要件は，土木工事の外注施工の進展を前提としたものです。元請
の総合工事業者が協力会社（下請の専門工事業者，及び総合工事業者）に様々な工事工種
を外注している現状があり，この外注化が市場の形成を進めているとの理解です。その
際，大事なことは，元請と下請の関係が一方的ではないことです。
このように市場単価は③元請・下請間の良好な取引における価格を調査することを前提
としています。
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４．市場単価の導入プロセス
土木工事工種のうち，市場単価方式の適用の検討対象となった工種が，実際の市場単価として公表
されるまでには，段階を追った調査が実施されます。

予備調査 試行調査 本施行調査
（公表）

【解　説】
　市場単価の導入は，別表「市場単価取り組みの経緯」のとおり，平成５年度に鉄筋工等
４工種を本施行・公表して以来，今日まで着実に適用工種を拡大してきました。
　本施行・公表に至るまでには，市場単価方式の適用の検討対象となった工種が，実際に
適用が可能か否かの検討を行うための予備調査，積算に試行適用するための試行調査，積
算に継続的に用いるための本施行調査と，段階を追って慎重着実に調査を実施します。そ
の各段階の調査内容は以下のとおりです。

　国土交通省が，市場単価方式の適用が可能か否かの検討（上述の３つの成立要件の確
認）を行うための調査を実施します。
　予備調査の主な内容は
⑴　準備調査
　　①　工 事 事 例 の 確 認： 地域，時期に偏りがなく，十分な調査サンプルが得られる

かどうかの確認。
　　②　取引（契約）の確認： 元請と下請との取引の有無，特別な取引慣行の有無，自社

施工の有無等の確認。
　　③　調 査 内 容 の 確 認：市場単価調査の条件区分，調査内容等の確認。
⑵　予備（テスト）調査

　　①　調査票による調査を実施して，準備調査での確認事項について数値的な裏付けを
得ます。

　　②　試行調査に向けて，市場単価適用のための条件区分，規格・仕様，適用条件など
を整備します。

　予備調査において成立要件等が確認され，適用が可能と判断された工種については，国
土交通省が直轄工事において，市場単価を積算に試行的に導入するための調査を実施する
とともに，将来の本施行に備えて必要な事項を整備，検討します。
　①　規格仕様の整備・検討
　②　適用条件の整備・検討
　③　条件区分の整備・検討

　国土交通省で一定期間の試行を経て，積算上問題がなく，本施行への移行が決まると，
「積算基準」から該当歩掛が削除され，市場単価そのものが積算に用いられることになり
ます。
　以降，継続的に市場単価調査を行い，調査結果を本誌「土木コスト情報」に公表しま
す。

予備調査

試行調査

本施行調査
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令和５（2023）年３月現在

実施年度

工　種

平　成
３年度
（1991）

平　成
４年度
（1992）

平　成
５年度
（1993）

平　成
６年度
（1994）

平　成
７年度
（1995）

平　成
８年度
（1996）

平　成
９年度
（1997）

平　成
10年度
（199８）

平　成
11年度
（1999）

平　成
12年度
（2000）

平　成
27年度
（2015）

平　成
2８年度
（2016）

平　成
29年度
（2017）

平　成
30年度
（201８）

平　成
31年度
（2019）

令　和
２年度
（2020）

令　和
３年度
（2021）

令　和
４年度
（2022）

令　和
５年度
（2023）

鉄 筋 工 予備 試行 本施行

区 画 線 工 予備 試行 本施行 廃止

防 護 柵 設 置 工
（ガードレール） 予備 試行 本施行

インターロッキング
ブ ロ ッ ク 工 予備 試行 本施行

法 面 工 予備 予備 試行 本施行

道 路 植 栽 工 予備 試行 本施行

橋 梁 塗 装 工 予備 試行 本施行 廃止

橋梁用伸縮継手
装 置 設 置 工 予備 試行 本施行

道路標識設置工 予備 試行 試行 本施行

薄層カラー舗装工 予備 試行 本施行

構造物とりこわし工 予備 試行 本施行 廃止

高視認性区画線工 試行 本施行 廃止

道路付属物設置工 試行 試行 本施行

法 面 芝 付 工
（法面工に含む） 試行 本施行

ガ ス 圧 接 工 試行 本施行

橋梁用埋設型伸縮
継手装置設置工 試行 本施行

公 園 植 栽 工 試行 本施行

太径鉄筋加工 ･組立
（鉄筋工に含む） 予備 試行 本施行

吹 付 枠 工
（旧：現場吹付法枠工） 予備 試行 本施行

コンクリートブロック積工 予備 試行 本施行 廃止

軟弱地盤処理工 予備 試行 本施行

排 水 構 造 物 工 予備 試行 試行 本施行 廃止

本施行……本施行調査工種　　試行……試行調査工種　　予備……予備調査工種 次ページに続く

土木工事市場単価取り組みの経緯

（平成13年度から法面工に統合）
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令和５（2023）年３月現在

実施年度

工　種

平　成
14年度
（2002）

平　成
15年度
（2003）

平　成
16年度
（2004）

平　成
17年度
（2005）

平　成
1８年度
（2006）

平　成
19年度
（2007）

平　成
20年度
（200８）

平　成
21年度
（2009）

平　成
22年度
（2010）

平　成
23年度
（2011）

平　成
24年度
（2012）

平　成
25年度
（2013）

平　成
29年度
（2017）

平　成
30年度
（201８）

平　成
31年度
（2019）

令　和
２年度
（2020）

令　和
３年度
（2021）

令　和
４年度
（2022）

令　和
５年度
（2023）

取付管およびます工
（塩化ビニル製） 予備 予備 試行 試行 本施行

組立マンホール
設 置 工 予備 試行 試行 本施行

小型マンホール工
（塩化ビニル製） 予備 試行 試行 本施行

硬質塩化ビニル管
設 置 工 予備 試行 試行 試行 本施行

リブ付硬質塩化
ビニル管設置工 予備 試行 試行 試行 本施行

砂 基 礎 工 予備 試行 試行 試行 本施行

砕 石 基 礎 工 予備 試行 試行 試行 本施行

本施行……本施行調査工種　　試行……試行調査工種　　予備……予備調査工種

下水道工事市場単価取り組みの経緯

実施年度

工　種

平　成
10年度
（199８）

平　成
11年度
（1999）

平　成
12年度
（2000）

平　成
13年度
（2001）

平　成
14年度
（2002）

平　成
15年度
（2003）

平　成
16年度
（2004）

平　成
17年度
（2005）

平　成
1８年度
（2006）

平　成
19年度
（2007）

平　成
20年度
（200８）

平　成
21年度
（2009）

平　成
29年度
（2017）

平　成
30年度
（201８）

平　成
31年度
（2019）

令　和
２年度
（2020）

令　和
３年度
（2021）

令　和
４年度
（2022）

令　和
５年度
（2023）

橋 面 防 水 工 予備 試行 本施行

防 護 柵 設 置 工
（横断･転落防止柵）予備 試行 本施行

防 護 柵 設 置 工
（落 石 防 護 柵） 予備 試行 本施行

防 護 柵 設 置 工
（落 石 防 止 網） 予備 試行 本施行

防 護 柵 設 置 工
（ガードパイプ） 予備 試行 本施行

RCホロースラブ鉄筋工
（鉄筋工に含む） 予備 試行 試行 本施行

鉄 筋 挿 入 工
（ロックボルト） 予備 試行 試行 試行 本施行

グルービング工 予備 試行 試行 本施行

水 性 区 画 線 工
（区画線工に含む） 予備 試行 本施行 廃止

コンクリート表面処理工
（ウォータージェット工） 予備 試行 本施行

本施行……本施行調査工種　　試行……試行調査工種　　予備……予備調査工種
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３．調査対象事業所
調査対象事業所は，原則として調査の対象とされた工種の専門工事業団体等に所属し，公共事業に
おいて相当程度の工事実績を有する工事業者としています。

４．調査対象工事
原則として調査対象期間内（次項参照）に契約した工事で，官（国，県，市町村等の発注），民
（民間土木工事の発注）を問わず，本調査の対象工事としています。

【解　説】
①　市場単価の対象工種によっては，元請・下請間の取引において，専門工事業者への外

注が一般的な場合，総合工事業者への外注のウエートが高い場合等があります。本調
査では，工種ごとに適切な工事業者（専門工事業者及び総合工事業者）を選定して，
調査対象事業所としています。

②　専門工事業化が進んでいないと判断される工種にあっては，建設業団体に所属する総
合工事業者を調査対象事業所としています。

Ⅱ．調査要領

この調査要領は，市場単価調査において信頼できる市場価格を把握するための基準とな
るものです。

１．調査の範囲
調査は，元請業者と下請となる工事業者との間で契約した実際の取引価格を対象とします。
調査の範囲は，下図のとおり直接工事費（材料費，労務費，直接経費），及び諸経費等（共通仮設
費，現場管理費，一般管理費等）です。
ただし，市場単価として公表するのは，請負工事費の構成のうち直接工事費（太字）です。
工事を専門工事業者等に外注する場合に必要となる経費（外注経費）は含みません。

【解　説】
図：請負工事費の構成と掲載価格の範囲

請負工事費

工事価格

（消費税等相当額）

工事原価

直接工事費

間接工事費

材 料 費

労 務 費

直 接 経 費

共通仮設費

現場管理費(外注経費等)

一般管理費等

注：通常「諸経費」は共通仮設費を除いた現場管理費，一般管理費等をさしますが，この調査では
便宜上，共通仮設費を含めて「諸経費等」とします。

市
場
単
価

諸
経
費
等

【解　説】
　市場単価は，１県（都・道・府）内１単価とします。ただし，離島及び山間僻地等で，
明らかに単価が異なると判断される地域は対象外としています。

２．調査対象地区
全国47都道府県を調査対象地区として，都道府県別の市場単価を設定します。
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５．調査対象期間
調査対象期間は以下のとおりとしています。

６．調査方法
本調査は，所定の調査票を用いた「通信調査」と調査対象事業所を訪問して行う「面接調査」を併
用して実施します。

【解　説】
　調査は，所定の調査票を定期的に調査対象事業所に郵送により送付し，必要事項を記入
の上，調査票を返送してもらう「通信調査」と，調査対象事業所を調査員が訪問して必要
事項の聞き取りを行う「面接調査」及び電話により聞き取りを行う「電話調査」を併用し
て実施します。
なお，調査データの正確を期するため，可能な限り「契約書」，「請書」，「注文書」等の
確認を行っています。

【解　説】
　市場単価調査は，調査月の直前３
カ月間（下水道工事については６カ
月間）に契約された工事について，
調査を実施しています。
　本調査は原則として年４回，３カ
月サイクル（下水道工事については
年２回，６カ月サイクル）で定期的
に調査を実施します。

● 調査サイクル
土木工事市場単価

発刊月 調査月 調査対象期間

４月（春号） ３月調査 12月中旬～３月上旬
７月（夏号） ６月調査 ３月中旬～６月上旬
10月（秋号） ９月調査 ６月中旬～９月上旬
１月（冬号） 12月調査 ９月中旬～12月上旬

下水道工事市場単価

発刊月 調査月 調査対象期間
４月（春号） ３月調査 ９月中旬～３月上旬７月（夏号）
10月（秋号） ９月調査 ３月中旬～９月上旬１月（冬号）

７．調査結果の集計・公表のフロー
《集　計》
①　回収した実績調査票の記載内容を点検し，記入漏れ，誤記入，違算等があれば，該当事業所に
確認し，修正します。
②　点検・修正した調査票を基に，価格の内容，市況動向，需給動向等必要事項について，該当事
業所に対し面接調査又は電話調査により聞き取りを行い精査します。
③　調査票が回収できなかった調査対象事業所に対し面接調査又は電話調査により価格，市況動
向，需給動向等必要事項の聞き取りを行います。

④　②及び③で得られた数値データを工種別・地区別・施工条件別に分類し，集計分析します。
⑤　②及び③で得られた非数値データは項目別にまとめ，掲載価格決定の際の検討資料とします。
⑥　集計した価格は，原価構成（機・労・材），市況動向，需給動向等により検証を行います。
《掲載価格の決定・公表》
①　掲載価格は，調査結果の中で最も多かった価格（最頻値）（調査結果のばらつきや標本数が少
ない等最頻値の特定ができない場合には平均値等）とし，面接調査結果及び市況動向等を踏まえ
た総合的判断に基づき決定します。
②　決定した価格を本誌「土木コスト情報」に掲載し，公表します。

【解　説】　調査結果の集計から公表までのフローを示すと次図のとおりです。
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【解　説】
①　調査部門の検証
　調査結果は，管理職を含めた複数の調査職員が信頼性，妥当性等が確保されているか
について，総合的な観点から検証を行っています。
ア．調査方法について
　　　当会の定める ISO9001品質マネジメントシステムと適合し，調査対象事業所が適切
な判断で選定されているか，工種特性に応じた調査により，実態を反映した情報が収
集されているか等を検証します。
イ．調査結果について
　　　決定された価格が，収集した情報に基づいているか，調査条件に合致しているか，
地域間格差，規格間格差，類似品目との整合や，需給動向，原材料価格との関連等に
ついて検証します。

②　審査部門の審査
　調査部門とは独立した審査部門が，異なる立場と視点で調査の信頼性の維持・向上の
ため，品質マネジメントシステム要求事項への適合状況を継続的に審査しています。

８．価格の検証・審査
掲載価格は，ISO9001品質マネジメントシステムに基づいて調査，検証，審査を行い決定してい
ます。

調 査 方 法 通信調査 面接調査

調査対象事業所・調査対象工事

データ収集

実績データ
・規格仕様別
・施工条件別
・地域別

ヒアリングデータ
・数値データ
・非数値データ
・市況

デ ー タ
チ ェ ッ ク

未記入，誤記入，
違算，異常値
諸経費の分離確認

市況，取引状況
地域差
規格差

集 計 実績データ（参考データ）数値データ 非数値データ

検 証
原価構成（材・労・機）による検証
市況動向，需給動向

価 格 決 定 掲載価格決定

公 表 会誌「土木コスト情報」に掲載・公表

審査部門による審査

第三者による審査，監視

調査結果の集計・公表のフロー

調 査 先
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９．第三者による審査及び監視
当会では，調査方法，調査プロセス及び調査結果について第三者による審査，監視を行い価格調査
結果の信頼性の向上を図っています。

【解　説】
　調査方法，調査プロセス及び調査結果等については，大学教授，公認会計士，検査経験
者，シンクタンク研究員等有識者を委員とする「評価監視委員会」を設置し，原則として
年３回，委員が無作為に抽出した調査結果について評価・監視を行い，その結果不適切或
いは改善すべき点があると認められた場合には速やかに改善するとともに，その内容につ
いて公表することとしています。
また，外部の有識者で構成する「価格審査会」を設置し，掲載価格について，委員が原
則として毎月１回，定期刊行物等の発刊・公開前に，客観性，妥当性の審査を行い，信頼
性の向上に努めています。

Ⅲ．よくあるお問い合わせ　＜市場単価全般＞
項　目 質　問 回　答

全　般

土木工事市場単価に外注先（専門工事業者
等）の諸経費は含まれますか？

含まれません。建築工事市場単価と異なり，専門工事業
者等の諸経費は土木工事市場単価に含まれません。これ
らは，現場管理費の外注経費に含まれます。

離島や山間僻地等でも市場単価は適用でき
ますか？

明らかに単価が異なると判断される地域は対象外です。
単価が異なるかどうかの判断がつかない場合は，調査し
た結果で判断します。

市場単価が適用できない範囲については，
どのように積算しますか？ 見積り等で積算することになります。

調査時期と発刊時期にタイムラグが生じて
いませんか？

調査結果の集計，検証，価格決定，公表までの期間は，
最大限短縮しています。例えば，３月下旬に発刊される
４月（春）号の調査対象期間は，３月上旬までのデータ
を集計対象としています。

単　価

設計労務単価が上伸すれば，市場単価も上
伸しますか？

市場単価は，歩掛を用いた積上積算と異なり，元下間の
取引実態を調査した結果です。よって，設計労務単価と
は連動しません。

掲載価格の機労材内訳が知りたいのです
が。

市場単価は原則，機労材の複合単価の取引実態を調査し
た結果です。よって，単価の内訳は存在しません。

市場単価（材工共）から材料費（刊行物掲
載価格）を差し引くことで，設置手間のみ
の単価を算出可能ですか？

防護柵設置工（ガードレール）のように，基準書に左記
運用の明記がある工種であれば算出可能です。基準書に
明記がない工種については参考値となります。

加算率・補正係数の数値は変動しますか？
調査結果に基づいて変動します。ただし，加算率・補正
係数の数値は基準書の一部であることから，年１回４月
（春）号にて見直ししています。
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加算率・
補正係数

１日の作業時間が４時間未満の場合，補正
係数の時間的制約の単価を適用できます
か？

適用できません。時間的制約を受ける場合の補正係数
は，１日の作業時間が７時間以下４時間以上に制限され
る場合に適用します。

加算率・補正係数を掛けた単価が１円未満
の小数点を含む場合，どう処理しますか？

発注機関により運用は異なりますが，１円未満の小数点
が生じた場合は，円止めが一般的なようです。

加算率・補正係数の適用は，規格ごとの数
量で判断しますか？

基本的には，単価欄の規格ごとではなく，「２－３　加
算率・補正係数」の「⑵　加算率・補正係数の数値」の
区分で判断します。（下図参照）
ただし，例外の工種もあるため，各工種の「⑵　加算
率・補正係数の数値」注記欄を参照願います。

材料ロス率 材料ロス率は変動しますか？ ロス率は国土交通省の適用基準に準拠していますので，
適用基準が変更となれば変動します。
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土木工事標準単価 総合解説
Ⅰ．調査要領

この調査要領は，土木工事標準単価調査において信頼できる価格を把握するための基準
となるものです。

１．掲載価格
掲載価格は，標準的な工法による施工単位当たりの工事費で，工事業者の施工実績に基づき，調査
により得られた材料費，歩掛等によって算定した価格です。
掲載価格の構成は，下図のとおり直接工事費（材料費，労務費，直接経費）としています。

２．調査対象地区
全国47都道府県を調査対象地区として，都道府県別の標準単価を設定します。

【解　説】

　価格の構成は業種の様態によって，以下のように区分しています。詳細については，各
工種の「単価の構成」欄を参照してください。
　①　□機□労□材：機械経費＋労務費＋材料費
　②　□機□労：機械経費＋労務費
　③　□労：労務費

図：工事費の構成と掲載価格の範囲

請負工事費

工事価格

工事原価

一般管理費等
間接工事費

共通仮設費

現場管理費

（消費税等相当額）

標
準
単
価

直接工事費

材料費

労務費

直接経費（機械経費等）

【解　説】
　標準単価は，１県（都・道・府）内１単価とします。ただし，離島及び山間僻地等で，
明らかに単価が異なると判断される地域は対象外としています。
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３．調査対象事業所
調査対象事業所は，原則として調査の対象とされた工種について相当程度の工事実績を有する工事
業者としています。

４．調査対象期間
調査対象期間は以下のとおりとしています。

５．調査方法
本調査は，所定の調査票を用いた「通信調査」と調査対象事業所を訪問して行う「面接調査」を併
用して実施します。

【解　説】
①　標準単価の対象工種によっては，専門工事業者への外注が一般的な場合，総合工事業
者への外注のウエートが高い場合等があります。本調査では，工種ごとに適切な工事
業者（専門工事業者及び総合工事業者）を選定して，調査対象事業所としています。

②　専門工事業化が進んでいないと判断される工種にあっては，建設業団体に所属する総
合工事業者を調査対象事業所としています。

【解　説】
　調査は，所定の調査票を定期的に調査対象事業所に郵送等により送付し，必要事項を記
入の上，調査票を返送してもらう「通信調査」と，調査対象事業所を調査員が訪問して必
要事項の聞き取りを行う「面接調査」及び電話で聞き取りを行う「電話調査」を併用して
行っています。
なお，材料費等に係る「調査方法と価格の決定」等については「建設物価」資材編と同
様としています。

【解　説】
　歩掛については年間を通じて得られた
調査結果を基に，原則，年１回春号（右表
の区分１）で見直しています。単価更新に
ついては，調査月に調査した最新の材料
単価等を用いて，右表の全区分で実施し
ています。

区分 発刊月 調査月 更新内容

１ ４月（春号） ３月調査 単価・歩掛

２ ７月（夏号） ６月調査 単価

３ 10月（秋号） ９月調査 単価

４ １月（冬号） 12月調査 単価
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６．掲載価格の決定
掲載価格算定に用いる歩掛は，原則，調査によって得られた数値データ及び非数値データについて
統計手法等を検討し類似歩掛と比較するなど，総合的な判断に基づき決定しています。

７．価格の検証・審査
掲載価格は，ISO9001品質マネジメントシステムに基づいて調査，検証，審査を行い決定してい
ます。

【解　説】
　材料費等については「建設物価」資材編に示した手法によって決定しています。労務費
については調査時点で公表されている公共工事設計労務単価を適用し，機械経費について
も調査時点で公表されている建設機械等損料表もしくは「建設物価」掲載の建設機械賃貸
料金（長期割引後の単価を使用）を適用しています。ただし，時間的制約を受ける場合の
労務費，豪雪地域（国土交通省のホームページ「豪雪地帯対策の推進」参照）の機械損料
については国土交通省の土木工事標準積算基準書に準じて補正しています。

【解　説】
①　調査部門の検証
　調査結果は，管理職を含めた複数の調査職員が信頼性，妥当性等が確保されているか
について，総合的な観点から検証を行っています。
ア．調査方法について
　　　当会の定める ISO9001品質マネジメントシステムと適合し，調査対象事業所が適切
な判断で選定されているか，工種特性に応じた調査により，実態を反映した情報が収
集されているか等を検証します。
イ．調査結果について
　　　決定された価格が，収集した情報に基づいているか，調査条件に合致しているか，

地域間格差，規格間格差，類似品目との整合や，需給動向，原材料価格との関連等に
ついて検証します。

②　審査部門の審査
　調査部門とは独立した審査部門が，異なる立場と視点で調査の信頼性の維持・向上の
ため，品質マネジメントシステム要求事項への適合状況を継続的に審査しています。
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８．第三者による審査及び監視
当会では，調査方法，調査プロセス及び調査結果について第三者による審査，監視を行い価格調査
結果の信頼性の向上を図っています。

９．その他
各種補正の考え方及び価格欄の特殊な表示については，以下のとおりとしています。
なお，価格等に大幅な変更等がある場合は随時，当会のホームページにて情報提供を行いますの
で，最新の情報にご注意願います。

【解　説】
　調査方法，調査プロセス及び調査結果等については，大学教授，公認会計士，検査経験
者，シンクタンク研究員等有識者を委員とする「評価監視委員会」を設置し，原則として
年３回，委員が無作為に抽出した調査結果について評価・監視を行い，その結果不適切或
いは改善すべき点があると認められた場合には速やかに改善するとともに，その内容につ
いて公表することとしています。
また，外部の有識者で構成する「価格審査会」を設置し，掲載価格について，委員が原
則として毎月１回，定期刊行物等の発刊・公開前に，客観性，妥当性の審査を行い，信頼
性の向上に努めています。

【解　説】
①　夜間単価
　　・ ［夜間単価］所定労働時間内で20ｈ～６ｈにかかる時間帯の場合であり，該当ペー

ジの工種名称欄に網掛けをし，昼間単価と区別しています。
②　時間的制約
　　・ ［時間的制約を受ける］作業時間が７時間/日を超え7.5時間/日以下の場合を示して

います。
　　・ ［時間的制約を著しく受ける］作業時間が４時間/日以上７時間/日以下の場合を示

しています。
③　週休２日補正
　　・ 週休２日に取り組む際の必要経費の計上（国土交通省のホームページ参照）につい

て，本誌の単価は「週休２日補正なし」の価格情報を掲載しています。
　　・ 「４週６休以上４週７休未満」，「４週７休以上４週８休未満」，「４週８休以上」，

「４週６休以上４週７休未満 交替制」，「４週７休以上４週８休未満 交替制」，「４
週８休以上 交替制」の６種類の週休２日補正を行った価格情報につきましては，
デジタル土木コスト情報にのみ収録しています。

　　・ デジタル土木コスト情報につきましては，「建設物価 Book Store」（https://book.
kensetu-navi.com/）をご覧ください。

④　価格欄の特殊な表示
　　掲載価格の設定がないものは，次のような表示をしています。
　　・［－］当該地区における掲載価格の決定が困難な場合を示しています。
　　・［☆］ 当該地区における豪雪地域補正の有無等，土木工事標準積算基準書で設定が

ない場合を示しています。
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令和５（2023）年３月現在

実施年度

工　種

平　成
25年度
（2013）

平　成
26年度
（2014）

平　成
27年度
（2015）

平　成
2８年度
（2016）

平　成
29年度
（2017）

平　成
30年度
（201８）

平　成
31年度
（2019）

令　和
２年度
（2020）

令　和
３年度
（2021）

令　和
４年度
（2022）

令　和
５年度
（2023）

かごマット設置工（多段積型） 廃止

鋼 製 排 水 溝 設 置 工

表 面 被 覆 工
（コ ン ク リ ー ト 保 護 塗 装）

連 続 繊 維 シ ー ト 補 強 工

防 草 シ ー ト 設 置 工

表 面 含 浸 工

剥落防止工（アラミドメッシュ）

漏 水 対 策 材 設 置 工

紫外線硬化型ＦＲＰシート設置工
（ポ リ エ ス テ ル 樹 脂）

塗 膜 除 去 工（塗 膜 剥 離 剤）

バ キ ュ ー ム ブ ラ ス ト 工

道 路 反 射 鏡 設 置 工

仮 設 防 護 柵 設 置 工
（仮 設 ガ ー ド レ ー ル）

機 械 式 継 手 工

抵 抗 板 付 鋼 製 杭 基 礎 工

区 画 線 工

高 視 認 性 区 画 線 工

排 水 構 造 物 工

橋 梁 塗 装 工

構 造 物 と り こ わ し 工

コンクリートブロック積 工

ノンコーキング式コンクリート
ひ び 割 れ 誘 発 目 地 設 置 工

ＦＲＰ製格子状パネル設置工

侵 食 防 止 用 植 生 マ ッ ト 工
（養 生 マ ッ ト 工）

支 承 金 属 溶 射 工

耐 圧 ポ リ エ チ レ ン リ ブ 管
（ハ ウ エ ル 管） 設 置 工

土木工事標準単価取り組みの経緯
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土木コスト情報／2023・4月

1．はじめに
　ここ数年，DX（デジタルトランスフォーメー
ション）という言葉を，インターネットや各種メ
ディアで目にすることが多くなっている。この

「DX」という言葉の起源は，スウェーデンのウメ
オ大学デザイン研究所のEric Stolterman教授が，
2004年の論文「Information Technology and 
the Good Life」の中で使われたものと言われて
いる。この論文の中では，「DX（デジタルトラン
スフォーメーション）とは，“デジタル技術が
人々の生活のあらゆる側面に引き起こす，あるい
は影響を与える変化”と理解することが出来る」
と定義されており，情報技術が起因で発生する
人々の生活の変化を示すことと捉えることが出来
る。しかしながら，昨今では，DX をけん引する
のは企業となる場合が多く，必然的に企業を主語

（変化を起こす者）として考えられることが多い。
　特に，経済産業省の2018年の「DX」の定義を
見ると，「企業がビジネス環境の激しい変化に対
応し，データとデジタル技術を活用して，顧客や
社会のニーズを基に，製品やサービス，ビジネス
モデルを変革するとともに，業務そのものや，組
織，プロセス，企業文化・風土を変革し，競争上
の優位性を確立すること」とされており，要約す
ると，「業績の改善（競争優位の確立）のために
デジタル技術を活用し，組織とビジネスモデルの
変革をし続ける」ということになる。つまり，目
標や目的・状態を表す「DX」が，行為を表すも
のに変化してきている。更に，最近では，「デジ
タイゼーション」と「デジタライゼーション」と
いう言葉も使われるようになってきている（図
1 - 1）。これは DX の状態または DX を実現する
手段を表すものであり，デジタイゼーションとは，

清水建設株式会社 デジタル戦略推進室 室長 伊藤　健司

2030年に向けての中期デジタル戦略

図 1 - 1　デジタイゼーションとデジタライゼーション

PC name PC name
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「アナログ形式からデジタル形式に変更するス
テップ」と考えられ，つまり従来の ICT 化はこ
れに該当する。一方，デジタライゼーションは，

「デジタルテクノロジーを使用してビジネスモデ
ルを変更し，新しい収益と価値を生み出す機会を
提供する」というデジタルトランスフォーメー
ションに移行するためのステップと定義されるこ
とが多く，この行為が DX 化を実現するという意
味で使われている場合が多い。ただし，このス
テップは順番に行われていくものでもなく，業務
プロセスの変革やビジネスモデルの変革を伴うデ
ジタイゼーションもデジタライゼーションである
と言える。
　一方，一部の企業などでは，AI 関連技術や
IoT 関連技術を活用したデジタイゼーションを
DX 事例として紹介している例もあるが，あくま
でも AI 関連技術や IoT 関連技術はデジタル化の
ための手段の一つであり，その手段を利用して人
間の作業をデジタルに置き換えるだけでは，デジ
タルトランスフォーメーションを実現しているこ
とではないということである。
　この状況の中で，清水建設は，後述の通り，

「ものづくりを行う業務へのデジタル技術の活用」，
「全社員の日常業務へのデジタル技術の活用」に

加え，「当社が提供する空間（施設）・サービスの
デジタル化」を進めることを現在の戦略としてお
り，この戦略の中で，従来の ICT 化に加え，業
務プロセスの見直しや部門間の業務・システム・
データの連携などの実現を目指しているため，デ
ジタライゼーションを推進するという観点から，

「デジタル戦略」という表現を用いている。つま
り，当社及び当社のビジネス関係者（発注者，設
計事務所，協力業者，関係会社）の一人一人の仕
事をデジタルで繋げ，情報を連携し，仕事のやり
方を大きく変革させていくことを長期ビジョンの
目標とし，そのための基盤作りが現在の中期デジ
タル戦略となっている。

2�．2030年に実現すべき当社のビジネ
スモデル（案）

　今回の中期デジタル戦略は，当社の長期ビジョ
ン（SHIMZ VISION 2030）に向けて実現すべき
当社のビジネスモデルをデジタルの観点から図
2 - 1のように描き，このイメージをバックキャ
ストして，2023年までに実現すべきイメージを定
義したものである。これは，当社の強み・弱みを
考慮し，関係者との間でエコシステム構築し，当
社のビジネスに必要な情報を共有し，関係者と共

図 2 - 1　2030年のビジネスモデル図（案）

6　記事
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創・協働でビジネスを行っていくというものであ
る。
　そして，この2030年のビジネスモデル（案）を
実現するために，今回の中期デジタル戦略では，
その基盤となる「インフラ基盤」と「データマネ
ジメント基盤」を構築し，この基盤上で「プロ
ジェクト業務における情報共有・連携」と「ス
タッフ業務における情報共有・連携」を実現する
ことを目標とした。その実現イメージを図 2 - 2
に示す。

3�．中期 ICT戦略2014と中期デジタ
ル戦略2019

　中期 ICT 戦略2014は，当社が初めて策定した
情報化に関する中期戦略であり，基本的な考え方
は，デジタイゼーションの推進と，デジタライ
ゼーションへの道筋を付けることを目的としてい
た。　　
　ここでいうデジタイゼーションの推進とは，

「いつでも，どこでも，安全に，ICT を活用して
業務が行えること」を実現するための，インフラ
基盤及びシステム基盤の環境作りであり，デジタ
ライゼーションに繋がる情報化プロジェクトの検
討・着手を開始することであった。この中期 ICT

戦略2014の下で，
・テレワークや在宅環境の整備
・スマートデバイスの展開とスマートデバイスで

利用するシステムの展開
・プロジェクト情報の連携やコスト関連システム

の再構築
など，多くのプロジェクトは計画通り着手または
実現でき，これらの活動を受けてデジタイゼー
ションからデジタライゼーションへ向かう方針の
もと，中期デジタル戦略2019を策定した。
　この中期デジタル戦略2019は，図 2 - 1及び図
2 - 2に示すコンセプトに基づいたものであった
が，具体的な重点施策や実施のロードマップなど
は，デジタル戦略推進室の活動が主体となったも
のであり，事業部門で増加を始めたデジタル技術
を活用した技術開発等は，十分網羅されていない
状態であった。
　そのため，中期デジタル戦略2019の内容の妥当
性について外部コンサルによる評価を受けたとこ
ろ，以下のような指摘を受けた。
・基本方針や方向性は正しく，重点施策も事業部

門の戦略を支えるものとなっている
・具体的な施策実施のロードマップや投資計画も

きちんと提示されている

図 2 - 2　中期デジタル戦略の実現イメージ図
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・デジタル戦略推進室以外の活動内容に関する方
針や施策の情報が少ない

・新しいビジネスの支援や創造に繋がるような記
述が少ない

　この評価結果を受けて，「当社の本業にいかに
デジタルを融合させて，業務の効率化や生産性の
向上を実現していくか」という事業部門が実施し
ているデジタル化の活動や，「当社が竣工した施
設にもデジタルサービスの提供を検討していく」
という新しいビジネスを意識した活動等を組み込
み，当社全体の活動や方向性を網羅するデジタル
戦略2020とした。このデジタル戦略は，デジタイ
ゼーションからデジタライゼーションに変化し，
2030年に向けて当社の DX 化を目指していくため
の基盤作りとなるものである。

4．中期デジタル戦略2020の考え
　前述の通り，中期 ICT 戦略2014を受け，デジ
タライゼーションから DX を目指して中期デジタ
ル戦略2019を策定したが，外部コンサルからの

「デジタル戦略として，当社のビジネス全体をカ
バーできていない」などの指摘を受け，更に新型
コロナウイルスの影響も考慮して戦略の再検討を
行い，中期デジタル戦略2020として策定し直し，
社内外に公表を行った。中期デジタル戦略2020で
は，中期 ICT 戦略2014で掲げ，中期デジタル戦
略2019に引き継いだ，「いつでも，どこでも，安
全に」という基本思想は変えないまま，従来の業
務プロセスを見直し，部門・部署を横断したシス
テムやデータの連携を実現して，デジタル技術を
融合させた新しい業務プロセスを構築し，業務の
効率化や生産性向上，ビジネスの競争力の強化を
実現したいという考えを，ものづくり業務そのも
のと，ものづくりを支える業務に分割して分かり
やすくした。
　また近年では，スマートシティなど，デジタル
な空間やサービスを提供することが新しい街づく
りのキーコンセプトとなっている。
　そのため，200年以上の歴史の中で培われてき
た匠の心，匠の技と，デジタル技術や情報を融合
し，「ものづくりをデジタル」で行い，当社が提
供する「リアルな空間とデジタルな空間・デジタ
ルなサービス」を提供する「デジタルゼネコン」
というコンセプトに，「当社の業務すべてをデジ

タルで支える」という考え方を合わせて， 3 つの
コンセプトを持つ中期デジタル戦略2020「Shimz
デジタルゼネコン」とした（図 4 - 1）。
　以下に，中期デジタル戦略2020の 3 つの柱であ
る，「ものづくりのデジタル化」，「空間・サービ
スのデジタル化」及び「ものづくり支援のデジタ
ル化」について説明するが，「ものづくりのデジ
タル化」に関しては，基本コンセプトは同じであ
るが，業務プロセスが異なることから，建築事業
と土木事業に分けて説明する。

⑴　建築事業におけるものづくりのデジタル化
　まず，建築事業における「ものづくりのデジタ
ル化」について説明する。建築事業においては，

「設計の初期段階から竣工まで，デジタルで建築
物を作る」というコンセプトのもと，プロジェク
トの上流段階である企画設計から，下流の運用段
階まで一貫したデータ連携の体制を構築している。
企 画・ 基 本 設 計 初 期 段 階 で は，「Shimz DDE

（Shimz Digital  Design Enhancement 
platform）」と呼ばれるコンピューテショナルデ
ザイン手法を活用して各種の検討を行い，その結
果は「Shimz One BIM」と呼ばれる BIM 環境
を用いて，設計 BIM データを施工や製作，運用
段階まで連動，連携させている（図 4 - 2）。
　「Shimz One BIM」では，設計段階から施工段
階に BIM データを連携するために，Autodesk
社の Revit という共通の BIM ソフトを活用して
データの互換性を保証している。また，BIM を
活用するための業務フローを定義し，異なる部門
間でも BIM データを連携して仕事が進められる

図 4 - 1　デジタル戦略のコンセプト
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工夫を行っている。つまり，データ連携を行うた
めに，業務プロセスの見直しと BIM ソフトの標
準化を同時に行い，BIM データ連携の課題を解
決している。
　施工現場では，「Shimz Smart Site」という建
築生産システム上で，「デジタルマネジメント

（デジタルで現場管理を行う）」，「ロボットワーク
（ロボットが作業する）」，「デジタルファブリケー
ション（BIM データを活用してものをつくる）」
を進めている。従来から，様々なデータを施工管
理に活用しているが，今後は，BIM データと施
工管理データを連携させてロボット施工に活用し
たり，BIM データを製作会社に提供して部材製
作を行ったり，施工現場での 3 D プリンターへ
の活用なども始まっている。その結果， 3 D プ
リンターで製作する部材が大型化することにより，
品質や強度を保つために，使用する材料に関する
研究開発のニーズも増加していくと考えられる。
　竣工後の運用段階では，当社が行う点検・改修
工事だけでなく，発注者の維持管理や利用者への
サービス提供などを考慮し，目的に応じた竣工
BIM データの提供・活用を行う。これが「デジタ
ルな空間・サービスを提供する」に繋がっていく。
　実際に，竣工 BIM データの活用事例として，
後述するメブクス豊洲などのデジタルツィンやア
セットマネジメントサービスへの応用，デジタル

取り扱い説明書など，様々な成果をあげ始めてい
る。

⑵　土木事業におけるものづくりのデジタル化
　次に，土木事業における「ものづくりのデジタ
ル化」について説明する。土木事業においては，

「計画・受注から施工・施設管理までをデジタル
で」というコンセプトのもと，デジタル化を進め
ている（図 4 - 3）。
　建築事業とは業務プロセスは異なるが，上流段
階で CIM データを作成することにより，図面の
チェック，施工の自動化検討，事業者の運用支援
などを仮想上で実施，検討する「サイバー・コン
ストラクション」により，リスク抽出と対策計画，
参画者の合意形成などを迅速に行う。
　一方，施工現場（「フィジカル・コンストラク
シ ョ ン 」） で は， 建 築 事 業 と 同 様 の「Shimz 
Smart Site Civil」という CIM データを基盤とす
るプラットフォーム上で，「デジタル管理」，「自
律・自動化施工」，「CIM と連動した生産システ
ム」を進めている。技術提案から竣工引渡までの
フィジカル・コンストラクションの各プロセスで
得られる各種のデジタルデータは，サイバー・コ
ンストラクションのプラットフォームに蓄積され，
類似案件のシミュレーションなどに活用される。
　そのため，土木事業では，最新の XR（仮想現

図 4 - 2　モノづくりのデジタル化（建築）
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実，拡張現実，複合現実など）技術を活用し，サ
イバー・コンストラクションとフィジカル・コン
ストラクションの融合により実現する新たな建設
システムを「Shimz XXR Vision（シミズ・ダブ
ルエックスアールビジョン）」と呼び，環境整備
を進めている。

⑶　空間・サービスのデジタル化
　次に「デジタルな空間・サービスを提供」につ
いて説明する。このデジタル化のコンセプトは，
今までは竣工引渡で完了していた当社のビジネス
を拡張し，設計段階から施工段階まで作りこんで
きた BIM/CIM データと運用開始後に入手できる
リアルデータを組み合わせた都市・建物デジタル
ツインを活用して，発注者だけでなくその施設を
利用する人々にデジタルなサービス提供し，快適
な空間や情報の提供を行おうというものである

（図 4 - 4）。　　
　これは，近年注目されている UX（ユーザーエ
クスペリエンス）や CX（カスタマーエクスペリ
エンス）と呼ばれる，利用者に再度体験したいと
思わせるような環境提供であり，利用者だけでな
く施設のオーナーや管理者の満足度向上に繋がっ
ていく。
　この，「デジタルな空間・サービスの提供」で
現在の当社の武器となるのは，DX-Core である。

DX-Core は，1980年代から当社が自社開発して
きたビル管理ソフトである BECSS の技術資産や
ノウハウを継承し，エレベーター，空調，照明，
自動ドア，オフィスロボット，入退管理など，建
物内で稼働する各種設備システムの制御ソフト
ウェアをデジタル化プラットフォームに連結し
一 元 管 理 で き る よ う に，API（Application 
Programming Interface）を用意したもので，
いわゆる「建物 OS（建物で発生するデジタル情
報を共有し，運用管理の効率化や利用者の利便性
などを実現するプラットフォーム）」として位置
付けられている。
　今まで，建物運用に関わる設備機器やアプリ
ケーションは，メーカーの違いや仕様，プログラ
ムが異なることが相互連携を困難にしていた。そ
こで，当社では建物をパソコン本体のようにする
ことで，様々な設備機器などのデバイスを「プラ
グアンドプレイ」の感覚で，増設・連動できるよ
うにした。DX-Core を介することによって，設
備更新や新たな設備の導入時に，連携の仕組みご
と作り替える必要が無いため，容易にバージョン
アップを図ることができ，常に最新のビル機能を
維持することが出来る。
　この DX-Core は，既に30社以上の企業とデー
タ連携のアライアンスを構築しており，建物の
様々な情報を，リアルタイムで収集し連携できる

図 4 - 3　モノづくりのデジタル化（土木）
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仕組みとなっている。このリアルタイムのデータ
を，竣工 BIM データ等と組み合わせることによ
り，企画・設計段階でのシミュレーションと現実
世界を比較することができるデジタルツインが実
現できる。すでに，当社の開発物件である「メブ
クス豊洲」や自社施設である「東北・北陸支店の
新社屋」に実装・運用しているだけでなく，他社
施工案件も含めた施設への展開を順次進めている。
　一方，複数施設を保有する発注者に対しては，
インターネット上で複数施設の DX-Core の情報
を一元管理する DX-Core クラウドを用意し，さ
らに施設周辺の公共情報などを含め，施設の利用
者や地域住民などに有益な情報提供を行う「都市
OS クラウド」の提供準備を進めている。

⑷　ものづくりを支える業務のデジタル化
　最後に「ものづくりを支える業務のデジタル
化」について説明する。
　ものづくり支援業務のデジタル化は，当社従業
員だけでなく，将来的には当社ビジネスに関わる
全てのシステム利用者の業務をデジタルで支援す
るものであり，「いつでも，どこでも，安全に」
ものづくりやサービス提供を行えるようにするた
めの基盤を提供することである（図 4 - 5）。
　ものづくりを支える業務のデジタル化に際して
は，次期中期戦略で DX 化を更に推進するために，

部門横断の業務プロセスの見直しやデータ連携の
仕組みを盛り込みながらシステムの導入や再構築
を進めている。業務システムに関しては，
・営業段階から維持保全まで，プロジェクト情報

の連携を実現
・紙帳票の電子化だけでなく，記載情報をワーク

フロー化し承認経路も見直す
など，従来の個別部門のニーズに対応したシステ
ム開発・導入ではなく，全社を対象とし，今まで
の業務プロセスや仕事の仕方を変えていくための
施策を次々と実現している。
　一方，インフラ基盤の整備に関しては，
・クラウドサービス利用の増加を想定したネット

ワーク環境の強化・見直し
・テレワーク・在宅勤務の定着化を想定した新し

いモバイル PC の提供とセキュリティの強化
・内線スマートフォンの提供や TV 会議などを含

むコミュニケーション環境の整備
・全作業所へデジタルサイネージを展開し，紙ポ

スターを廃止するとともに，本社からの Push
メッセージの配信環境を整備

などを行い，着実に DX 化に向けた基盤づくりを
進めている。また，いつでもどこでも仕事ができ
る環境の整備を進めるとともに，「環境の変化に
対応した情報セキュリティ対策の強化」を実施し
ている。これらの基盤整備に早期に着手したため，

図 4 - 4　デジタルな空間・サービス提供
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新型コロナウイルスによる在宅勤務にも，迅速か
つ柔軟に対応することができた。
　プロジェクト情報の連携は，今まで部門内で完
結していた業務システムのデータを，部門横断で
連携・活用し，業務の効率化・生産性向上を実現
するものである（図 4 - 6）。
　もちろん，この連携実現に際しては，単にデジ

タル化を行うだけでなく，部門内及び部門間の業
務プロセスの見直しを行い，違和感なく新しいプ
ロセスで業務を行ってもらうためのシステム開発
も実施した。部門間の情報連携は，今までのシス
テム開発ではなかなか実現できなかったことだが，
中期デジタル戦略の下で，事業部門や内勤管理部
門の企画担当者と連携し，実現することができた。

図 4 - 5　モノづくり支援業務のデジタル化

図 4 - 6　プロジェクト情報の連携と活用
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　紙帳票の電子化（ワークフロー化）に関しては，
本社帳票を中心に社内帳票の標準化を行い，さら
に類似帳票の名寄せを行って，既存帳票の大幅な
削減を実施した。その上で，最終的な対象帳票に
対して，業務プロセスの見直しを行い，決裁者を
権限保有者に限定したワークフロー化を行ってい
る。当社のワークフロー化のポイントは，紙の帳
票の電子化が目的ではなく，必要な情報を電子で
決済していき，その決済結果がデータベースに蓄
積されて再利用されることにある（図 4 - 7）。
　ワークフロー化に関しては，新型コロナウイル
スの影響で大幅に前倒しが進み，2021年度中に国
内の社内決裁文書の100％のワークフロー化が完
了し，現在は海外拠点からの決裁文書のワークフ
ロー化やグループ企業との決済文書のワークフ
ロー化に取り組んでいる。

5．デジタル化からDX，CXへ
　当社の中期デジタル戦略2020の 3 つの柱のうち，

「ものづくりをデジタルで」と「ものづくりを支
えるデジタル」は，従来の技術や業務をデジタル
化で変える「社内 DX」であり，「デジタルな空
間・サービスを提供」することは新しいビジネス

モデルの提案，言わば「社外への DX」である。
　現在世間では，DX の次のコンセプトとして，
CX（コーポレートトランスフォーメーション）
という言葉が使われ，更に最近では SX（サステ
ナビリティトランスフォーメーション）という言
葉が使われ始めている。これは，DX（デジタル
トランスフォーメーション）の目的が「業務変
革」や「新規ビジネスの創出」であったのに対し，
DX を実現した企業の次の目標は「企業変革」で
あること，そして CX を実現した企業の次の目的
は，持続可能な社会への変革を実現していくとい
うことである。これは，ビジネスモデルの変革で
はなく，ビジネス領域の変革さえも意味するもの
であり，企業が将来的に生き残るためにどうして
いくのかを，真剣に考えるという事である。
　当社にとっては，社内 DX を通じて，従業員に
デ ジ タ ル を 活 用 し た 新 た な 業 務 環 境 を 提 供

（Employee Experience）していくことが企業
変革（Corporate Transformation）に繋がり，
社外 DX を通じて，当社のお客様及び，当社が施
工した施設の利用者に，デジタルを活用した快適
な環境を提供 (Customer Experience) してい
くことが，社会変革（Social Transformation）

図 4 - 7　帳票の電子化・ワークフロー化
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を生み出すと信じている（図 5 - 1）。
　そしてこれらを実現するためには，従来の企業
内情報システム部門の人財だけでなく，新たな領
域へシフトしていくためのデジタル人財の確保や
育成が必要となる。現在当社では，デジタル化の
次のステップを意識し，図 5 - 2のように大きく
4 種類に分けて，デジタル人財の採用・育成を
行っている。
　企業のデジタライゼーション実現のためには，
全社員の底上げが必要であり，業務変革を実現す
るためには，デジタル活用人財の育成が必要であ
る。そして，ドラスティックな業務変革や新規ビ
ジネスの創出には，デジタル推進人財の育成と，

それを支える高度デジタル人財が必要になる。当
社では，これらの人財の確保と育成のために，新
卒やキャリアの継続的な確保，社員向けデジタル
教材の提供などを実施している。
　DX 化に向けた中期デジタル戦略2020を進めた
先に，図 2 - 2に示したような2030年のイメージ
を実現するような，新たな思想・新たな組織での
活動が必要になってくる可能性が高いが，まずは
現在進めている中期デジタル戦略2020を着実に実
施し，それと合わせて，競争力の高い業務プロセ
スとデジタル技術の融和・融合をどう実現してい
くかを考えることが，我々の使命である。

図 5 - 2　デジタル人財の確保・育成

図 5 - 1　デジタル化から DX，CX，その先へ
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